
議案第４９号 

さいたま市心身障害者福祉手当支給条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市心身障害者福祉手当支給条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２８年２月２日提出

さいたま市長 清 水 勇 人

さいたま市心身障害者福祉手当支給条例の一部を改正する条例

さいたま市心身障害者福祉手当支給条例（平成１３年さいたま市条例第１６７号）

の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（受給資格等） （受給資格等）

第３条 手当を受給できる者は、次の各号のいずれ

にも該当する心身障害者とする。

第３条 手当を受給できる者は、次の各号のいずれ

にも該当する心身障害者とする。

⑴～⑶ ［略］ ⑴～⑶ ［略］

⑷ 心身障害者になった年齢が６５歳未満の者

２ ［略］ ２ ［略］

（支給制限等） （支給制限等）

第７条 手当は、受給者が前年の所得（新たに受給

者となった者であって、１月分から７月分までの

手当のいずれかを受給することができるものにあ

っては、前々年の所得）に係る地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）の規定による市町村民税が

課されたときは、当該市町村民税が課された年度

の初日が属する年の８月分から翌年７月分までの

期間について支給しない。

第７条 手当は、受給者が次の各号のいずれかに該

当するときは、当該各号に定める期間について支

給しない。

⑴ 前年の所得（新たに受給者となった者であっ

て、１月分から７月分までの手当のいずれかを

受給することができるものにあっては、前々年

の所得）に係る地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）の規定による市町村民税が課されたと

き 当該市町村民税が課された年度の初日が属

する年の８月分から翌年７月分まで

⑵ 第２条第１項各号のいずれかに該当すること



となった日（その日が２以上あるときは、最も

早い日）において６５歳以上である受給者がさ

いたま市重度要介護高齢者手当支給条例（平成

１３年さいたま市条例第１５７号）第４条第２

項の規定による支給の決定（次号において「重

度要介護高齢者手当支給決定」という。）を受

けたとき 同条第１項の規定による重度要介護

高齢者手当の支給の申請をした日の属する月（

同条例第６条の規定の適用がある場合にあって

は、同条に規定する支給の始期）からその支給

すべき事由が消滅した日の属する月まで

⑶ 重度要介護高齢者手当支給決定を受けた者が

第２条第１項各号のいずれかに該当することと

なった場合において、その該当することとなっ

た日（その日が２以上あるときは、最も早い日

）以後に手当の受給資格の認定を受けたとき 

前条の規定により当該認定に係る支給を開始す

る月から重度要介護高齢者手当を支給すべき事

由が消滅した日の属する月まで

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

   附 則    附 則

１～４ ［略］ １～４ ［略］

 （手当の特例）

５ さいたま市重度要介護高齢者手当支給条例を廃

止する条例（平成２８年さいたま市条例第  号

）附則第２項の規定によりなおその効力を有する

ものとされた廃止前のさいたま市重度要介護高齢

者手当支給条例の規定による手当を受給している

者（平成２８年３月３１日において現に重度要介

護高齢者手当及び手当を受給している者を除く。

）については、第６条の規定により当該認定に係

る支給を開始する月から重度要介護高齢者手当を

支給すべき事由が消滅した日の属する月までの期

間は、手当を支給しない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前のさいたま市心身障害者福祉手当

支給条例第４条第１項に規定する受給者であって、この条例による改正後のさいた

ま市心身障害者福祉手当支給条例第３条第１項第４号の規定により受給資格を失う

こととなるものについては、同号の規定は適用しない。


